
第140回定時株主総会招集ご通知に際しての
イ ン タ ー ネ ッ ト 開 示 事 項

連 結 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書
連 結 注 記 表

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書
個 別 注 記 表

（2019年４月１日から2020年３月31日まで）

連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」および「連結注記表」ならびに計算
書類の「株主資本等変動計算書」および「個別注記表」につきましては、法令およ
び当社定款第15条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト
（http://www.chuosoko.co.jp/）に掲載することにより株主の皆様に提供して
おります。

株式会社　中 央 倉 庫

表紙



連結株主資本等変動計算書
( 自　2019年 4 月 1 日

至　2020年 3 月31日 )
（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当 連 結 会 計 年 度 期 首 残 高 2,734,294 2,263,807 29,953,871 △36,791 34,915,181

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △428,006 △428,006

親会社株主に帰属する当期純利益 1,210,035 1,210,035

自 己 株 式 の 取 得 △61,843 △61,843

株主資本以外の項目の当連
結 会 計 年 度 変 動 額(純 額 )

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額 合 計 － － 782,028 △61,843 720,185

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 2,734,294 2,263,807 30,735,900 △98,635 35,635,367

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
非支配株主
持　　　分 純資産合計その他有価証

券評価差額金
為替換算
調整勘定

退職給付に係
る調整累計額

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

当 連 結 会 計 年 度 期 首 残 高 3,491,100 199 62,328 3,553,629 204,455 38,673,266

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △428,006

親会社株主に帰属する当期純利益 1,210,035

自 己 株 式 の 取 得 △61,843

株主資本以外の項目の当連
結 会 計 年 度 変 動 額(純 額 ) △715,114 △2,163 △24,589 △741,867 8,360 △733,507

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額 合 計 △715,114 △2,163 △24,589 △741,867 8,360 △13,321

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 2,775,986 △1,964 37,739 2,811,761 212,816 38,659,944

（注）　記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。
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連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記

⑴　連結の範囲に関する事項
　連結子会社…………………………２社：中倉陸運㈱、中央倉庫ワークス㈱

⑵　持分法の適用に関する事項
①　持分法適用の関連会社…………３社：㈱文祥流通センター、ユーシーエス㈱、安田中倉国際貨運代理（上海）

有限公司
②　持分法の適用の手続について特に記載すべき事項

　持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の直近の事業年度に係る計算書
類を使用しております。

⑶　連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

⑷　会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ　有価証券
その他有価証券

時価のあるもの　　　　　　連結決算日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により
算定しております。）

時価のないもの　　　　　　移動平均法による原価法
ロ　たな卸資産

貯蔵品　　　　　　　　　　　最終仕入原価法
（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定して
おります。）

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ　有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　10年～65年
機械装置及び運搬具　 4 年～17年

ロ　無形固定資産（リース資産を除く）
定額法によっております。ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法によっております。
ハ　リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
③　重要な引当金の計上基準

イ　貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。
ロ　賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額を計上しております。
ハ　役員賞与引当金

役員賞与の支出に備えるため、当連結会計年度における支給見込額を計上しております。
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④　退職給付に係る会計処理の方法
退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に基づき、退職給

付債務から年金資産の額を控除した額を計上しております。
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、

給付算定式基準によっております。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数（10年）に

よる定額法により発生の翌連結会計年度から費用処理しております。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数（10年）による定額法により、費用

処理しております。
未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他

の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。
なお、一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職一時金制度については、退

職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とし、企業年金制度については、直近の年金財政計算上の数
理債務をもって退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

⑤　その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
　消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

２．連結貸借対照表に関する注記
⑴　担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産
建物 2,458,106千円
土地 814,516千円
　計 3,272,623千円

②　担保に係る債務
短期借入金 542,500千円
一年内返済予定の長期借入金 276,000千円
長期借入金 1,039,000千円
　計 1,857,500千円

⑵　有形固定資産の減価償却累計額 30,155,350千円
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３．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当 連 結 会 計 年 度
期 首 株 式 数 （ 株 ）

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数 （ 株 ）

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数 （ 株 ）

当 連 結 会 計 年 度 末
株 式 数 （ 株 ）

発 行 済 株 式

普 通 株 式 19,064,897 － － 19,064,897

合 計 19,064,897 － － 19,064,897

自 己 株 式

普 通 株 式 42,339 50,084 － 92,423

合 計 42,339 50,084 － 92,423

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加は取締役会の決議に基づく自己株式の取得50,000株及び単元未満株式の買取
84株によるものであります。

⑵　配当に関する事項
①　配当金支払額

決 議 株 式 の 種 類 配当金の総額
(千円)

１ 株 当 た り
配 当 額 (円 ) 基 準 日 効 力 発 生 日

2 0 1 9 年 ６ 月 2 7 日
定 時 株 主 総 会 普 通 株 式 237,781 12.50 2019年３月31日 2019年６月28日

2 0 1 9 年 1 1 月 ８ 日
取 締 役 会 普 通 株 式 190,224 10.00 2019年９月30日 2019年12月３日

計 428,006
②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

2020年６月26日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり提案する予定
であります。

配当金の総額 237,155千円
１株当たり配当額 12円50銭
基準日 2020年３月31日
効力発生日 2020年６月29日
なお、配当原資につきましては、利益剰余金とすることを予定しております。

４．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金を主に銀行借入により調達しております。一時的な余

資は主に安全性の高い預金により運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入により調達しております。
②　金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び営業未収入金は、顧客の信用リスクに晒されております。
投資有価証券である株式は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されて

おります。
営業債務である支払手形及び営業未払金は、そのほとんどが３ヶ月以内の支払期日であります。
借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は主に設備投資に係る資金調達

であります。
③　金融商品に係るリスク管理体制

イ　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理
当社グループは、営業債権について、主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日

及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。
ロ　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、取引先企業との関
係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

ハ　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
当社グループは、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許

流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。
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④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含ま

れております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに
より、当該価額が変動することがあります。

⑵　金融商品の時価等に関する事項
2020年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません。（（注）２．参照）
連 結 貸 借 対 照 表
計 上 額 （ 千 円 ） 時 　 価 （ 千 円 ） 差 　 額 （ 千 円 ）

⑴ 現 金 及 び 預 金 7,729,082 7,729,082 －

⑵ 受 取 手 形 及 び 営 業 未 収 入 金 4,645,530 4,645,530 －

⑶ 投 資 有 価 証 券 8,104,476 8,104,476 －

資 産 計 20,479,089 20,479,089 －

⑴ 支 払 手 形 及 び 営 業 未 払 金 1,663,047 1,663,047 －

⑵ 短 期 借 入 金 3,110,000 3,110,000 －

⑶ 長 期 借 入 金 2,053,554 2,052,764 △789

負 債 計 6,826,601 6,825,812 △789
（注）１．金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

資産
⑴　現金及び預金、並びに⑵　受取手形及び営業未収入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま
す。

⑶　投資有価証券
投資有価証券の時価について、株式は取引所の価格によっております。
なお、有価証券はその他有価証券として保有しており、これに関する連結貸借対照表計上額と取得原価と
の差額は以下のとおりであります。

種 類 取 得 原 価
（千円）

連 結 貸 借 対 照 表
計 上 額 （ 千 円 ） 差 　 額 （ 千 円 ）

連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額 が
取 得 原 価 を 超 え る も の 株 式 3,579,407 7,560,317 3,980,910

連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額 が
取 得 原 価 を 超 え な い も の 株 式 587,765 544,158 △43,607

合 計 4,167,173 8,104,476 3,937,302
負債

⑴　支払手形及び営業未払金、並びに⑵　短期借入金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま
す。

⑶　長期借入金
長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引
いて算定する方法によっております。
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２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額 （ 千 円 ）

関 連 会 社 株 式 164,372

そ の 他 有 価 証 券

非 上 場 株 式 199,046

合 計 363,419
これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「⑶
投資有価証券」に含めておりません。

３．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

１ 年 以 内
（千円）

１ 年 超
５ 年 以 内

（千円）

５ 年 超
1 0 年 以 内

（千円）

1 0  年  超
（千円）

現 金 及 び 預 金 7,729,082 － － －

受 取 手 形 及 び 営 業 未 収 入 金 4,645,530 － － －

合 計 12,374,613 － － －
４．長期借入金の連結決算日後の返済予定額

１ 年 以 内
（千円）

１ 年 超
２ 年 以 内

（千円）

２ 年 超
３ 年 以 内

（千円）

３ 年 超
（千円）

長 期 借 入 金 573,168 387,886 374,000 718,500

５．賃貸等不動産に関する注記
⑴　賃貸等不動産の状況に関する事項

当社グループは、京都府を中心に、賃貸用の倉庫、土地、建物その他施設を有しております。当連結会計年度に
おける当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は218,801千円（賃貸収益は営業収益に、主な賃貸費用は営業原価に計
上）であります。

⑵　賃貸等不動産の時価に関する事項
賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減額及び時価は、次のとおりであります。

連結貸借対照表計上額（千円） 当連結会計年度末の時価
（千円）当連結会計年度期首残高 当 連 結 会 計 年 度 増 減 額 当 連 結 会 計 年 度 末 残 高

2,245,337 21,886 2,267,224 3,727,998
（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２．当連結会計年度増減額のうち増加額は自社使用不動産から賃貸等不動産への振替（53,240千円）及び設備投
資（42,895千円）であり、減少額は減価償却額（74,249千円）であります。

３．当連結会計年度末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指標等を用
いて調整を行ったものを含む。）であります。

６．１株当たり情報に関する注記
①　１株当たり純資産額 2,026円47銭
②　１株当たり当期純利益 63円66銭
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株主資本等変動計算書
( 自　2019年 4 月 1 日

至　2020年 3 月31日 )
（単位：千円）

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合　　計資本準備金 資本剰余金

合　　　計 利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金
合　　　計圧縮記帳

積 立 金
配　当
積立金

別　途
積立金

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 2,734,294 2,263,807 2,263,807 442,207 1,425,300 1,031,000 21,410,000 4,370,095 28,678,603 △36,791 33,639,913

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △428,006 △428,006 △428,006

当 期 純 利 益 1,146,951 1,146,951 1,146,951

圧縮記帳積立金の取崩 △7,608 7,608 － －

自 己 株 式 の 取 得 △61,843 △61,843

株 主 資 本 以 外 の
項目の当期変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 － － － － △7,608 － － 726,553 718,944 △61,843 657,100

当 期 末 残 高 2,734,294 2,263,807 2,263,807 442,207 1,417,691 1,031,000 21,410,000 5,096,648 29,397,548 △98,635 34,297,014

評価・換算差額等

純資産合計そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 3,480,290 3,480,290 37,120,204

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △428,006

当 期 純 利 益 1,146,951

圧縮記帳積立金の取崩 －

自 己 株 式 の 取 得 △61,843

株 主 資 本 以 外 の
項目の当期変動額(純額) △724,806 △724,806 △724,806

当 期 変 動 額 合 計 △724,806 △724,806 △67,706

当 期 末 残 高 2,755,483 2,755,483 37,052,497

（注）　記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴　資産の評価基準及び評価方法
①　有価証券

子会社株式及び関連会社株式　　移動平均法による原価法
その他有価証券

時価のあるもの　　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により
算定しております。）

時価のないもの　　　　　　　移動平均法による原価法
②　たな卸資産

貯蔵品　　　　　　　　　　　　最終仕入原価法
（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定して
おります。）

⑵　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　　15年～65年
構築物　　　　　　　　10年～50年
機械装置　　　　　　　 7 年～17年
車両運搬具　　　　　　 4 年～ 6 年
工具、器具及び備品　　 5 年～20年

②　無形固定資産（リース資産を除く）
定額法によっております。ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法によっております。
③　リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
⑶　引当金の計上基準

①　貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。
②　賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額を計上しております。
③　役員賞与引当金

役員賞与の支出に備えるため、当事業年度における支給見込額を計上しております。
④　退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、発生し
ていると認められる額を計上しております。

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付
算定式基準によっております。

数理計算上の差異は、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数（10年）による定額法
により発生の翌期から費用処理しております。

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数（10年）による定額法により費用処
理しております。

⑷　その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
①　消費税等の会計処理方法

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
②　退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理の方法は、連結計算書
類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。
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２．貸借対照表に関する注記
⑴　担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産
建物 2,458,106千円
土地 814,516千円
　計 3,272,623千円

②　担保に係る債務
短期借入金 542,500千円
一年内返済予定の長期借入金 276,000千円
長期借入金 1,039,000千円
　計 1,857,500千円

⑵　有形固定資産の減価償却累計額 28,358,011千円
⑶　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

①　短期金銭債権 1,583千円
②　短期金銭債務 332,861千円

３．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
①　営業取引による取引高

営業収益 63,308千円
営業原価 3,492,586千円

②　営業取引以外による取引高 23,982千円

４．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当 事 業 年 度 期 首
株  式  数 （ 株 ）

当 事 業 年 度 増 加
株  式  数 （ 株 ）

当 事 業 年 度 減 少
株  式  数 （ 株 ）

当 事 業 年 度 末
株  式  数 （ 株 ）

普 通 株 式 42,339 50,084 － 92,423

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加は取締役会の決議に基づく自己株式の取得50,000株及び単元未満株式の買
取84株によるものであります。
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５．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳

繰延税金資産
賞与引当金 51,850千円
未払事業税 20,285千円
有形固定資産 665,815千円
投資有価証券 24,034千円
退職給付引当金 45,980千円
長期未払金 5,724千円
その他 53,986千円

繰延税金資産小計 867,678千円
評価性引当額 △32,645千円
繰延税金資産計 835,032千円
繰延税金負債

圧縮記帳積立金 △621,123千円
その他有価証券評価差額金 △1,137,292千円

繰延税金負債計 △1,758,416千円
繰延税金負債の純額 △923,383千円

６．１株当たり情報に関する注記
①　１株当たり純資産額 1,952円96銭
②　１株当たり当期純利益 60円34銭

７．連結配当規制適用会社に関する注記
当社は、連結配当規制適用会社であります。
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